「安心・安全・福祉のまちづくり」推進要領
１．趣　旨
　　　この要領は、北海道内各市町村において、地域住民誰もが安心・安全に暮らし続けるまちづくりを実現することを目標に、地域固有の課題や住民の生活課題に対し、多様な関係者・機関が協働しながら、地域における防止、早期発見、個別支援活動や支援体制の確立を行うための取り組みを、社会福祉協議会が推進役となってすすめていく具体的な方策について提案するものです。
２．主　唱

　　　北海道社会福祉協議会

３．推進主体
　　　道内市町村社会福祉協議会

４．推進の背景

　　　近年の少子高齢化や住民生活の多様化等を背景に、地域社会や家族の機能が低下し、個々の住民が抱えるニーズや課題も複雑化、輻輳化、潜在化していることが指摘されています。特に北海道においては、全国を上回るスピードでの少子高齢化と過疎化、景気低迷等による自治体財政事情の悪化、積雪寒冷、広域性など様々な要因が加わり、地域社会そのものの疲弊、危機が現われているとの指摘もあります。
　　　こうした情勢の中で、国の地方分権化により「地域志向」がより鮮明となり、地域福祉の分野においては、住民の地域生活の継続という観点から民間資源のインフォーマルサービスへの期待が色濃く打ち出され、とりわけ住民に身近な「小地域」を基盤とした福祉の推進が改めて注目されています。

　　　社会福祉協議会は、これまで小地域ネットワーク活動やサロン活動、その他の在宅福祉活動に積極的に取り組んでいるとともに、住民や関係機関との強いつながりを築いています。こうした活動を入り口として、住民の生活課題や地域課題を柔軟かつ広範囲に受け止め、公・民の関係機関、さらには住民自身とも協働で解決に向ける仕組みづくりが「住み慣れた地域で暮らし続ける」上で求められることであり、社会福祉協議会はその推進役となり得るとともに、その取り組みは「まちづくり」「まちの再生」にも発展していく可能性を秘めています。
５．推進内容
　　１）住民に身近な小地域における福祉活動の充実強化〈ステップ１〉
　　　　少子高齢化が全国にも増して急速に進展している北海道では、地域の「繋がり」が希薄化し、高齢者等においては地域内での孤立や引きこもり、「孤立死」の危険性や健康への不安等が指摘される中で、市町村社会福祉協議会が従来から取り組んできた小地域を基盤とするきめ細かな福祉活動への期待が高まっています。こうした住民の課題や福祉ニーズを発掘し、支援に結びつける基幹的な取り組みとして、社会福祉協議会は下記事項を重点的に取り組んでいくことを提案します。
　　（１）小地域ネットワーク活動の重点的展開を図りましょう。

　　　　小地域ネットワーク活動は、道内各市町村社協において、一人暮らしの高齢者等の安否確認、見守りを中心に、町内会、ボランティア等との連携の中で数多く取り組まれてきています。今までの社協としての活動成果や住民・関係機関との繋がりを踏まえ、住民の個別課題の把握と解決への入り口として、さらなる重点的展開を提案します。
　　　　①町内会の会議や住民懇談会等において、小地域ネットワーク活動の意義・目的等についての地域住民の理解をすすめましょう。

　　　　②実施中の小地域ネットワーク活動の目的、効果等についての再検証を行いましょう。
　　　　③活動をすすめていく中で、地域固有の課題や個々の住民の生活課題の把握、ニーズキャッチの視点を意識しましょう。

　　　　④活動の担い手の育成、組織化をすすめましょう。

　　　　⑤活動の効果について広く住民に周知する中で、全市町村域での拡大、浸透を目指しましょう。
　　
（２）サロン活動の重点的展開を図りましょう。
　　　　サロン活動は、高齢者等の閉じこもり防止や、気軽に集い、地域における「繋がり」を保ち続ける場として、ここ数年来多くの社協が取り組んだり、住民主体の運営を支援する等の活動を展開しています。近年は、高齢者の健康維持や介護予防、さらにはその打ち解けやすい雰囲気から、住民の個別課題やニーズを把握する場としても期待されており、各地域におけるさらなる重点的展開を提案します。
　　　　①町内会の会議や住民懇談会等において、サロン活動の意義、目的等についての地域住民の理解をすすめましょう。
　　　　②実施中の地域ふれあいサロン活動の目的、効果等についての再検証を行いましょう。

　　　　③活動をすすめていく中で、地域固有の課題や個々の住民の生活課題の把握、ニーズキャッチの視点を意識しましょう。

　　　　④活動の担い手の育成、組織化をすすめましょう。

　　　　⑤活動の効果について広く住民に周知する中で、全市町村域での拡大、浸透を目指しましょう。
　　２）新たな地域課題・生活課題への取り組みの推進〈ステップ２〉
　　　　社会福祉協議会は、小地域ネットワーク活動やサロン活動等の小地域福祉活動をはじめ、様々な地域福祉事業を推進していく中で、地域の中で潜在化している課題や、地域性に基づく固有の課題を、住民との繋がりから発見し、課題に対応した関係機関等との連携により、それらの解決に向けた取り組みをすすめていくことも期待されています。小地域福祉活動の展開等を通じ、地域背景や社会的背景を踏まえ、下記の視点をもって取り組んでいくことを提案します。
　　（１）高齢者虐待・児童虐待への対応を検討しましょう。
　　　　①小地域福祉活動をはじめとする日頃の活動、事業等の中から、住民からの相談、生活変化を察知できる関係づくりをすすめましょう。
　　　　②市町村行政、民生委員児童委員、児童相談所、地域包括支援センター、警察等、専門機関とのネットワーク強化（日常的な連絡体制、定期的な情報交換の実施等）を図りましょう。
　　　　③専門機関との連携の中で、潜在化する虐待事例の把握、情報の共有をすすめるとともに、防止に向けた住民への普及啓発にも協働で取り組みましょう。
　　　　④虐待の早期発見、防止に向けた具体的事業（日常生活自立支援事業の活用や関係者連絡会議、住民への普及啓発活動、ファミリーサポート事業など）の企画・実施を検討しましょう。
　　（２）悪質商法、消費者被害等への対応を検討しましょう。
　　　　①小地域福祉活動をはじめとする日頃の活動、事業等の中から、住民からの相談、生活変化を察知できる関係づくりをすすめましょう。

　　　　②市町村行政、民生委員児童委員、消費者協会、地域包括支援センター等、法律関係機関等、専門機関とのネットワーク強化（日常的な連絡体制、定期的な情報交換の実施等）を図りましょう。
　　　　③専門機関との連携の中で、潜在化する被害事例の把握、情報の共有をすすめるとともに、防止に向けた住民への普及啓発にも協働で取り組みましょう。

　　　　④被害の早期発見、防止に向けた具体的事業（日常生活自立支援事業の活用や関係者連絡会議、住民への普及啓発活動など）の企画・実施を検討しましょう。

　　（３）認知症高齢者支援への対応を検討しましょう。

　　　　①小地域福祉活動をはじめとする日頃の活動、事業等の中から、住民からの相談、生活変化を察知できる関係づくりをすすめましょう。

　　　　②市町村行政、町内会、民生委員児童委員、地域包括支援センター、社会福祉施設、介護保険事業所、警察等、専門機関とのネットワーク強化（日常的な連絡体制、定期的な情報交換の実施等）を図りましょう。
　　　　③専門機関や家族等との話し合いの中で、支援に向けた社協事業の活用（日常生活自立支援事業、配食サービス等の在宅福祉事業、家族介護者リフレッシュ事業など）や、認知症に関する理解、啓発に向けた具体的事業（住民向け講習会、認知症サポーター等、支援を担うボランティアの組織化など）の企画・実施を検討しましょう。
　　（４）防災及び災害時要援護者支援への対応を検討しましょう。
　　　　①小地域福祉活動等を通じ、高齢者、障がい者など、災害発生時に支援の必要な「災害時要援護者」の把握をすすめましょう。
　　　　②市町村行政、町内会、民生委員児童委員、消防署、病院、学校等の機関と、災害時における要援護者支援体制に係る連携体制の確認、ネットワーク強化（災害発生時の連絡体制、被災者支援に向けた役割の確認等）を図りましょう。
　　　　③防災等に関る関係機関との連携の中で、防災意識の啓発や、災害支援ボランティアへの呼びかけなど、住民への啓発にも協働で取り組みましょう。
　　　　④防災や災害時の被災者支援に向けた具体的事業（DIGなどの防災研修会、災害支援ボランティアの組織化、育成など）の企画・実施を検討しましょう。
　　（５）地域固有の課題への対応を検討しましょう。
　　　　①上記の課題に限らず、小地域福祉活動や日頃の活動・事業の中から、常に住民の困りごと、ニーズを把握する視点をもちましょう。
　　　　　（公的制度・公的福祉サービスの谷間の問題、除雪の問題、広域に伴う交通機関の問題、など）
　　　　②町内会への出席や、住民への福祉ニーズ調査などに積極的に取り組み、直接住民からの声を受け止める機会をもちましょう。
　　　　③地域において確認、共有された課題の解決に向けた具体的事業の企画・検討、あるいは専門機関との調整等について取り組みましょう。
　　３）地域課題や生活課題に対応するためのネットワーク（仕組み）づくり〈ステップ３〉
　　　　小地域福祉活動等を通じた地域固有の課題や生活課題の把握と、その解決に向けた関係機関との連携・協働の体制を一連のシステムとして発展させ、多様な相談・ニーズに柔軟に対応できるような、「仕組み」づくりを、社会福祉協議会が中心となり、下記の視点を持って目指していくことを提案します。
　　（１）住民自身が「受け手」であり、「担い手」として、課題への対応に参画していく場を考えましょう。
　　　　　地域住民の自治組織である町内会や、当事者組織、家族、住民ボランティア等への働きかけを通じ、課題把握と解決の「仕組み」の中に住民自身が参加できるような場面を設定しましょう。
　　（２）市町村の地域福祉計画・社協の地域福祉実践計画に位置づけましょう。
　　　　　市町村福祉をすすめる上での公私協働による「まちづくり計画」として、行政施策計画である地域福祉計画、住民参加を主体とした社協の地域福祉実践計画それぞれに、課題対応への仕組みづくりを年次的・具体的に位置づけましょう。
　　（３）地域全体が参加し、協働する「まちづくり」の視点で取り組みましょう。
　　　　　教育機関、NPO、商工関係機関なども含め、地域住民と公民あらゆる機関が、「地域づくり」「まちづくり」としての共通理解をもてるよう、地域全体への普及啓発に取り組みましょう。
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